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資料 ２

主な実施項目の取組状況等について

（１）主な実施項目の取組状況

【組織の簡素・効率化】

項 目 内 容 資料３の頁

漁業取締船及び漁 漁業試験調査船（東奥丸）の廃船 ５Ｐ

業試験調査船の減船 （平成１８年度末）

・４隻体制→３隻体制による調査試験業務等の

見直しを実施

警察署・交番・駐 １８駐在所（幸畑駐在所ほか）の廃止及び ６Ｐ

在所の統廃合 ３交番（八甲田交番ほか）の新設

（平成１９年４月まで）

・交番等１８２箇所→１６７箇所

※パトロール体制の強化

【職員給与の適正化】

項 目 内 容 資料３の頁

諸手当等の見直し 旅費の見直し １１Ｐ

・出張時の日当の廃止及び旅行雑費（県内一律

２００円）の支給に係る関係条例を改正

（１１月定例県議会）

【事務処理の効率化】

項 目 内 容 資料３の頁

総務事務センター 給与等の集中処理の本庁等前倒し実施 １２Ｐ

（仮称）の設置 （平成１８年１０月～）

【歳入確保の取組】

項 目 内 容 資料３の頁

財産の処分等 県有施設等への広告掲載料徴収制度の実施 ２０Ｐ

・広告掲載要綱及び広告掲載基準の制定

（平成１８年６月）
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【持続可能な財政構造の確立に向けた財政運営】

項 目 内 容 資料３の頁

財政運営の基本的 予算見積限度額の設定 ２１Ｐ

考え方 ・平成１９年度当初予算編成に当たり、平成

１８年度当初対比で△５～２０％の見積限

度額を設定

【行政サービス提供施設等の再編と運営体制の見直し】

項 目 内 容 資料３の頁

各種施設の見直し 県立海洋学院の廃止（平成１８年度末） ２２Ｐ

・２月定例県議会に関係条例の廃止を提案

（研修業務は別機関で実施予定）

公営企業の見直し 新規発電計画の見直しに向けた調整 ２５Ｐ

・国土交通省に津軽ダム使用権設定取下げ申請

（平成１８年７月）

【市町村との連携協働】

項 目 内 容 資料３の頁

市町村への事務権 平成１９年度以降の移譲のための年次計画を ２６Ｐ

限の移譲 策定（平成１８年１０月）

・１１月定例県議会において関係条例を改正

【公社等の改革】

項 目 内 容 資料３の頁

公社等の統廃合等 青森県沿岸漁業振興協会の廃止 ３５Ｐ

（平成１８年度末）

・魚価安定基金制度を平成１８年度末に終了

【職員の能力向上と意識改革】

項 目 内 容 資料３の頁

人事評価制度の確 全職員を対象とした目標管理型の人事評価制度 ４２Ｐ

立 を実施

・能力評価の実施及び業績評価に係る中間指導

（平成１８年１０月）



（２）進捗状況が▲の事例

016
研究課題等の見直し
の検討

　平成19年度末の廃止に向け、今後の研究課題及び組織体
制の見直しについて検討する。

○

関係団体及び地元住
民等への説明

　関係団体及び地元住民等に対して、砂丘研究部の廃止及
び今後の対応について説明する。

▲

青森県農林総合研究
センター砂丘研究部
の廃止

利用しない施設及び
ほ場の処分

020 内部組織、事業の見
直し及び市町村支援
の検討

　内部組織検討、事業の見直し及び市町村支援の検討を行
う。

△

関係機関及び地元住
民等への説明

　関係機関及び地元住民等へ見直し内容についての説明を
行う。

▲

児童相談所の業務運
営体制の見直し

（３）進捗状況が●の事例

001
毎年度の知事部局本
庁組織の見直し

　（内容は、年度末までに決定） ● １Ｐ

178
県派遣職員の順次引
揚げ

　平成18年度末において、引き続き県派遣職員の引揚げを
行う。

● ３６Ｐ

【参考】平成１７年度取組実績において評価が▲だった項目

076
ダムの堆砂測量業務
委託の管内一括発注
によるコスト縮減

　　　　管内に複数のダムが所在する３県土整備
　　事務所すべてで、ダムの堆砂測量業務委託
　　の管内一括発注を行い、コスト縮減を図った。
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